
平 成 15 年 度     三 郷 市 普 通 会 計 バ ラ ン ス シ ー ト
（平成16年3月31日現在）

(単位：千円）

　　　　　借　　　　                   　　方 　　　　　　貸　　　　                   　方

［資産の部］ ［負債の部］

１．有形固定資産 １．固定負債

（１）総務費 6,952,964

（２）民生費 4,972,843 （１）地方債 31,825,606

（３）衛生費 3,126,085

（４）労働費 138,104 （２）債務負担行為

（５）農林水産業費 1,650,918 ① 物件の購入等 0

（６）商工費 53 ② 債務保証又は損失補償 0

（７）土木費 28,180,054 債務負担行為計 0

（８）消防費 3,183,092

（９）教育費 52,177,532 （３）退職給与引当金 8,555,743

（10）その他 1,601,644

計 101,983,289 （４）その他

（ うち土地 42,852,934 ）

    固定負債合計 40,381,349

    有形固定資産合計 101,983,289

２．投資等 ２．流動負債

（１）投資及び出資金 2,484,516 （１）翌年度償還予定額 2,955,072

（２）貸付金 4,550,806

（３）基金 （２）翌年度繰上充用金 0

① 特定目的基金 623,113

② 土地開発基金 0     流動負債合計 2,955,072

③ 定額運用基金 15,000

基金計 638,113

（４）退職手当組合積立金 1,757,637   負  債  合  計 43,336,421

    投資等合計 9,431,072

３．流動資産 ［正味資産の部］

（１）現金・預金

① 財政調整基金 236,857 １．国庫支出金 8,274,966

② 減債基金 4,551

③ 歳計現金 1,689,630 ２．県支出金 4,294,327

現金・預金計 1,931,038

（２）未収金 ３．一般財源等 59,570,702

① 地方税 2,082,956

② その他 48,061

未収金計 2,131,017   正  味  資  産  合  計 72,139,995

    流動資産合計 4,062,055

 資  産  合  計 115,476,416  負 債・正 味 資 産 合 計 115,476,416

※債務負担行為に係る補償等 　①物件の購入等に係るもの 11,376,783 千円

　②債務保証及び損失補償に係るもの 10,368,932 千円

　③利子補給等に係るもの 0 千円

※当市は埼玉県市町村職員退職手当組合に加入している。バランスシート上は、全職員が普通退職する前提で退職給与引当金を算出するのであり、
全職員が退職するのであれば退職手当組合も脱会することになるので、脱会の場合に退職手当組合から還付される金額を｢退職手当組合積立金」と
して計上した。



等から、赤字地方債を発行し、かつ財政調整基金等を取り崩して行財政運営を進めたため、

行政コスト計算書では、市税等の収入を行政コストが上回り、収支は赤字となりました。

(ただし、従来からの公会計決算においては、11.8億円の実質収支黒字を計上しています。)

１２年度 １３年度 １４年度

総額 (百万円) 総額 (百万円) 総額 (百万円) 総額 (百万円) 市民一人当たり(円) (構成 比:%)

人にかかるコスト 8,593 8,647 8,428 7,784 59,875 27.6

物にかかるコスト 8,789 8,948 8,820 8,513 65,484 30.1
移転支出的なコスト 8,405 9,140 9,529 10,865 83,572 38.5

その他のコスト 1,378 1,316 1,168 1,070 8,228 3.8

行政コスト　Ａ 27,165 28,051 27,945 28,232 217,159 100

収入合計　　Ｂ 29,745 28,635 27,472 26,825 206,345

差引き　Ｂ－Ａ 2,580 584 △ 473 △ 1,407 △ 10,814

目的別行政コスト

　目的別行政コストを多い順に並べると、民生費　93億3千2百万円、土木費　47億5千1

百万円、教育費　41億5千4百万円、総務費　39億1千1百万円、衛生費　25億9千4百万

円、その他　18億8千1百万円、消防費　16億9百万円となります。

性質別行政コスト

＊人口130,003人(平成15年度末住民基本台帳人口＋外国人登録者数)

　行政コストの内訳をコストの性質別に見ると、職員の人件費など『人にかかるコスト』は

77億8千4百万円で全体の27．6％を占めます。委託料や備品購入費、施設の維持管理経

費など『物にかかるコスト』は85億1千3百万円で全体の30．1％を占めます。乳幼児医療

費や生活保護費などの扶助費、他団体への負担金や補助金など『移転支出的なコスト』は

108億6千5百万円で全体の38．5％を占め、H12から24億6千万円増加しています。

行政コスト計算書

　平成15年度の行政コスト総額は、282億3千2百万円で市民一人当たりにすると21万

7,159円となっています。また、１５年度も、前年度同様、国の地方財政対策に伴う影響

行政コスト計算書（総括表）
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